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１．３ 韓国における特許無効審判に関する制度 
 
１．３．１ 審判部の構成 
 
  特許法 40第 132 条の 2 第 1 項 41には、｢特許・実用新案・デザイン及び商標に関する

審判と再審並びにこれに関する調査•研究に関する事務を管掌するために特許庁長官所

属の下に特許審判院を置く。｣と規定されている。 
 
  特許審判院は、直接に審判を担当する 11 部の審判部、審判関連事務を担当する審判

政策課、及び訴訟遂行業務を担当する訟務チームで構成されている。 
 
図 8 特許審判院の組織 42 

 
 
（１）構成 
 
  ・審判長：11 人 
  ・審判官：89 人 
 
 

                                            
40 以下、この章において、韓国特許法について「特許法」と表記する。また、根拠とする法律は特に記載のない限り

2016年 7月執筆時の現行法（2016年 6月 30日施行法（法律第14112号））に基づく。なお、2017年 3月 1日より新法

が施行される予定であり、新法に関してはその旨記載する。 
41 2017年 3月に施行される新法では、特許法第132条の16となる。 
42 出典： http://www.kipo.go.kr/ipt/intro/intro020.html（最終アクセス日：2016年 7月 12日） 
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表 6 特許審判院の部別の人数 43 
部名 1部 2部 3部 4部 5部 6部 7部 8部 9部 10部 11部 計 
審判長 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11 

審判官 6 6 6 7 9 12 13 8 8 9 6 89 

 
（２）審判部別の担当分野 
 
表 7 特許審判院の部別の担当分野 
区分 担当分野 
商標 第 1部 商標 化粧品、洗剤、楽器、保険・不動産業、飲食業、家具

類、タバコ、喫煙用品 
第 2部 商標 皮革及びその製品、衣類、履き物、帽子、飲物、茶類、

法律サービス業、通信・放送業、アルコール飲物 
第 3部 商標 貴金属・宝石類・時計用具、肉類・魚類・家禽類、卵、

牛乳、ベッドカバー 
特許 第 4部 機械 機械、建設、金属 

第 5部 機械 機械 
第 6部 化学 農水産食品環境、化工一般、化工物質 
第 7部 化学 バイオ、薬品、繊維、医療技術、高分子 
第 8部 
 

電気 電気電子、通信ネットワーク、コンピュータシステム、

移動通信、デジタル放送 
第 9部 電気 ディスプレイ、半導体、電子商取引、 電気電子 
第 10部 複合技術 共通技術、複合技術 

商標・  

デザイン 
第 11部 商標・デザイン 事務用品及び販売用品、輸送・運搬機械、電気・電子及

び通信機械器具、衣服、生活用品、運動競技用品 
 
 
１．３．２ 特許無効審判制度の概要 
 
（１）趣旨 
 
  特許権に無効原因がある場合、何人も自由に実施することができる発明について特定

の者に不当な権利を与え、産業の発達を妨げるなどの様々な弊害を発生させることがあ

る。したがって、特許法は、特許権に無効原因がある権利を無効にすることができるよ

うにすることで、欠陥のある権利の存続による弊害を防止する特許無効審判制度を設け

ている（特許法第 133 条）44。 
 
 
 
 

                                            
43 韓国特許審判院ウェブサイト、「チーム紹介・スタッフのご案内」より、各部門のリンク先を参照した。URL：
http://www.kipo.go.kr/ipt/intro/intro115001.html （最終アクセス日：2016年 11月 23日） 
44 「審判便覧（第11版）第16編無効審判」、韓国特許庁ウェブサイト内より検索、URL：http://www.kipo.go.kr/ （最

終アクセス日：2016年 11月 10日） 
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（２）特許無効審判の流れ 
 
  特許無効審判は、特許を無効にすることを請求の趣旨とする審判請求書が審判請求人

から提出され、特許庁で受理されることにより開始される（特許法第 140 条第 1
項）。審判請求書が受理されると、審判官が指定され（特許法第 144 条第 1 項）、審

判請求書の方式審理を経て（特許法第 141 条第 1 項）、当該審判請求書の副本が被請

求人である特許権者に送付されるとともに、当該審判請求書に対する答弁書の提出の機

会が被請求人に与えられる（特許法第 147 条第 1 項）。なお、答弁書が提出された場

合、答弁書の副本は請求人に送達される（特許法第 147 条第 2 項）。 
  被請求人は、答弁書の提出期間に訂正の請求をすることができ（特許法第 133 条の 2
第 1 項）、答弁書が受理されると、その副本が請求人に送達され（特許法第 133 条の

2 第 3 項）、その訂正の許否について審理される。 
 
  審判請求書と答弁書により、当事者の主張がそれぞれ提出されると、それに基づいて

審判請求人の請求の当否について審理する本案審理が行われる。特許無効審判の審理方

式は、口頭審理又は書面審理とする（特許法第 154 条第 1 項前段）。ただし、当事者

が口頭審理を申請した場合、書面審理だけで決定することができると認められる場合を

除き、口頭審理をしなければならない（特許法第 154 条第 1 項後段）。 
 
  審判長は、事件が審決をするのに十分熟したと判断された場合、審理終結を当事者及

び参加人に通知する（特許法第 162 条第 3 項）。しかし、審判長は、審理の終結の通

知をした後でも、当事者若しくは参加人の申請又は職権により、審理を再開することが

できる（特許法第 162 条第 4 項）。 
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図 9 特許無効審判の流れ 45 
 

 
 

  

                                            
45 「審判必須マニュアル（2016）」、第27頁、韓国特許庁ウェブサイトより検索、URL：http://www.kipo.go.kr/kpo/ 
（最終アクセス日：2016年 11月 10日） 
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（３）特許無効審判の要件等 
 
 ア 請求人 
（i）2006 年 10 月 1 日から 2017 年 2 月 28 日までに設定登録された特許の場合 
  特許権の設定登録があった日から登録公告後 3 か月以内は、冒認又は共同出願違反

を無効理由とする場合を除いて、何人も特許無効審判を請求することができる（特許法

第 133 条第 1 項ただし書）。しかし、登録公告後 3 か月が経過したときは、利害関係

人と審査官のみが請求人適格を有する（特許法第 133 条第 1 項）。 
 
  一方、自然人、法人及び法人でない社団又は財団として代表者又は管理人が定められ

ている場合は、その社団又は財団の名で請求することができる（特許法第 4 条）。 
  同じ特許権について特許無効審判を請求する者が 2 人以上いる場合、その全員が共

同で審判を請求することができる（特許法第 139 条）。 
 
（ii）2017 年 3 月 1 日以降又は 2006 年 9 月 30 日以前に設定登録された特許の場合 
  利害関係人又は審査官のみが請求人適格を有する（旧特許法第 133 条第 1 項又は

2017 年 3 月 1 日に施行される新法の特許法第 133 条第 1 項）。利害関係を有しない者

による請求は、不適法なものとして却下される。利害関係の判断基準時は審決時であ

る。 
 
 イ 特許無効審判の客体 
  特許無効審判の請求対象は、行政処分により登録された特許である（特許法第 133
条）。2 以上の請求項がある場合は、請求項ごとに特許無効審判を請求することができ

る（特許法第 133 条第 1 項）。また、特許権が消滅した後でも特許無効審判を請求す

ることができる（特許法第 133 条第 2 項）。 
 
 ウ 無効理由 
  無効事由は、法律で定められたもの（特許法第 133 条第 1 項）に限定されるため、

それ以外の理由による特許無効審判を請求することができない。 
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表 8 無効理由 
特許法第 133
条第 1項の号 無効理由 

第 1 号 

ⅰ）外国人として特許に関する権利を享有することができない者に特許が付与

された場合（特許法第 25条） 
ⅱ）特許要件（産業上の利用可能性、新規性、進歩性、いわゆる拡大先願の地

位）に違反した場合（特許法第 29条） 
ⅲ）不特許対象発明の出願に特許が付与された場合（特許法第 32 条） 
ⅳ）先出願の規定（特許法第 36条第 1 項から第 3項）に違反した場合 
ⅴ）明細書の詳細な説明の記載不備の場合（特許法第 42条第 3 項第 1号） 
ⅵ）特許請求の範囲の記載不備の場合（特許法第 42第 4項） 

第 2 号 無権利者（特許法第 33 条第 1 項本文）に特許が付与された場合又は共同出願

要件違反（特許法第 44条） 

第 3 号 無権利者ではないが、特許を受けることができない者（特許法第 33 条第 1 項

ただし書）に特許が付与された場合 
第 4 号 後発的無効事由に該当する場合 
第 5 号 条約に違反した場合 
第 6 号 補正の範囲（特許法第 47条第 2項前段）を超えた補正である場合 
第 7 号 特許法第 52条第 1項の規定による範囲外の分割出願である場合 
第 8 号 特許法第 53条第 1項の規定による範囲外の変更出願である場合 

 
  なお、2006 年 9 月 30 日以前に出願された特許権の無効事由には、植物発明の特許

要件を具備していない発明に特許が付与された場合（旧特許法第 31 条）がさらにあ

り、特許法第 133 条第 1 項第 7 号と同条同項第 8 号の理由（分割出願と変更出願規定

違反）は含まれていない。 
 
  特許協力条約（PCT）に基づく国際特許出願による特許においてⅰ）国際出願日に

提出した国際特許出願の明細書、請求の範囲又は図面（図面中の説明部分に限る。）及

びその出願翻訳文に記載されている事項、又はⅱ）国際出願日に提出した国際特許出願

の図面（図面中の説明部分を除く）に記載されている事項以外に、出願翻訳文に新しく

追加された新規事項がある場合は、国際特許出願固有の無効事由として、特許無効審判

を請求することができる（特許法第 213 条）。ただし、2014 年 6 月 11 日付特許法改

正により特許法第 213 条が削除されたので、2015 年 1 月 1 日以降に出願された国際特

許出願について国際特許出願固有の無効事由は適用されない。 
 
  特許無効審判における無効理由存否の判断は、当該特許に関する登録要件の判断時点

（出願時）を基準とする。ただし、特許登録後に後発的無効事由（特許法第 133 条第 1
項第 4 号）に該当することを理由とする特許無効審判の場合には、当該事由の発生時

を基準にして判断する。 
 
 
 



 

35 

 エ 請求時期 
  特許権の設定登録後であれば、特許権が消滅した後でも、特許無効審判を請求するこ

とができる（特許法第 133 条第 2 項）。ただし、審決により特許が無効にされた場合

は、その限りでない。その場合でも、特例として、特許権が後発的無効事由（特許法第

133 条第 1 項第 4 号）により無効になった場合は、以前のものについては請求するこ

とができる。 
  例えば、特許権は、存続期間の満了（特許法第 88 条）、相続人がいない場合（特許

法第 124 条）、放棄（特許法第 120 条）、特許料不納（特許法第 81 条第 3 項）、無

効（特許法 133 条第 3 項）により消滅する。 
 
 オ 特許無効審判にかかる手続 
  請求人は、特許法第 140 条第 1 項に定める方式要件、つまり、「当事者の氏名及び

住所」（第 140 条第 1 項第 1 号）、「代理人がいる場合、その代理人の氏名及び住所

又は営業所の所在地」（同条同項第 2 号）、「審判事件の表示」（同条同項第 3
号）、及び「請求の趣旨及びその理由」（同条同項第 4 号）を記載した審判請求書を

提出しなければならない。「請求の趣旨」は、請求人がどのような審決を求めるかの要

求であり、請求の対象特許が特定されているもので、通常は「『特許登録第○○号の特

許請求の範囲第○項、第○項の登録を無効とする。審判費用は被請求人の負担とす

る。』との審決を求める。」という旨が表示される。 
 
  「請求の理由」には、請求の趣旨に対応して、法律に規定されている無効の原因と事

実を記載する。通常は、事件の概要、経緯の説明、利害関係についての記載、無効事由

となる条項などがその主な記載対象である。請求の理由の補正は、請求の趣旨の補正と

は異なり、その要旨を変更することも可能である（特許法第 140 条第 2 項第 2 号）。 
 
  特許無効審判の請求書が特許法第 140 条第 1 項の規定に違反している場合は、補正

を命じて（特許法第 141 条第 1 項）、これに応じない場合には、決定として、その特

許無効審判の請求を却下する（特許法 141 条第 2 項）。決定却下は書面でしなければ

ならず、その理由を付さなければならない（特許法第 141 条第 3 項）。 
 
  方式審理の結果、審判請求書の方式等（特許法第 140 条第 1 項）に違反しない場合

であっても、不適法な請求として、その補正をすることができない場合は、審決として

特許無効審判の請求を却下することができる（特許法第 142 条）。 
（例）特許無効審判で無効請求された項の訂正によって削除された場合 
 
  訂正の請求等により請求項の数に変動があり、これに対応して、特許無効審判の請求

人が特許無効審判の請求の趣旨を変更しても、つまり無効対象の請求項に変更があって

も、これは審判請求書の要旨の変更にはならない。ただし、この場合、特許無効審判の

請求人は請求の趣旨を補正しなければならない。 
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（４）審決の効果について 
 
  特許を無効とする審決が確定した場合、その特許権は、初めからなかったものとみな

される（特許法第 133 条第 3 項）。特許された後に発生した後発的無効理由（特許法

133 条第 1 項第 4 号）により、その特許を無効とする審決が確定した場合、特許権

は、同号に該当することになった時点からなかったものとみなされる（特許法第 133
条第 3 項ただし書）。 

  特許の一部無効の審決が確定した場合、該当する発明に関する特許のみが無効になる

（特許法第 133 条第 1 項）。 
  特許無効審判の審決が確定した場合、何人も同じ事実と同一の証拠によって、その特

許について特許無効審判を請求することができない（特許法第 163 条）。 
  特許無効審判における訂正請求による訂正が認められる旨の特許無効審判の審決が確

定した場合、訂正された明細書又は図面により特許出願、出願公開、特許決定又は審決

及び特許権の設定登録がされたものとみなされる（特許法第 133 の 2 第 4 項で準用す

る第 136 条第 8 項 46）。また、訂正前の明細書又は図面に対してなされた審決又は判

決は再審の対象となる。 
 
 
１．３．３ 訂正の請求について 
 
（１）請求の主体と時期 
 
  特許無効審判では、被請求人である特許権者は、特許無効審判の手続中における特

許発明の明細書又は図面の訂正を請求することができる（特許法 133 の 2 条第 1
項）。ただし、特許について専用実施権者、通常実施権者又は質権者がいる場合は、

それらの同意を得なければ訂正の請求をすることができない（特許法第 133 の 2 第 4
項で準用する第 136 条第 7 項 47）。 

 
  訂正請求は次の時期にすることができる（特許法 133 の 2 条第 1 項）。 
  ① 特許無効審判の請求書の副本の送達による答弁書の提出期間（特許法第 147 条第

1 項） 
  ② 職権によりなされた特許無効理由の通知に対する意見書提出期間（特許法第 159

条第 1 項後段） 
  ③ 審判長が特許法第 147 条第 1 項の規定に基づいて指定された期間後も請求人が証

拠書類を提出することにより訂正の請求を許容する必要があると認める場合 48

に、定められた期間（特許法第 133 の 2 条第 1 項後段）。ここで、当該証拠は記

                                            
46 2017年 3月に施行される新法では、特許法第136条第10項となる。 
47 2017年 3月に施行される新法では、特許法第136条第 8項となる。 
48 2017年 3月に施行される新法では「請求人が証拠を提出するか、新たな無効事由を主張することにより訂正の請求を

許容する必要があると認める場合」と改正された。 
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載不備主張のように、無効原因に対して客観的・論理的に裏付けされる主張まで

含まれる。 
 
（２）訂正の請求の対象 
 
  訂正の請求の対象は、願書に添付した明細書又は図面である（第 133 条の 2 第 1
項）。 

 
（３）訂正の目的 
 
  訂正の目的は、下記の目的に限定されている（特許法第 133 条の 2 第 1 項）。 
  ① 特許請求の範囲の減縮（特許法第 136 条第 1 項第 1 号） 
  ② 誤記の訂正（特許法第 136 条第 1 項第 2 号） 
  ③ 明瞭でない記載の釈明（特許法第 136 条第 1 項第 3 号） 
 
（４）訂正が認められる要件 
 
  訂正が認められるための要件は以下のとおりである。 
  ① 訂正の目的が特許法第 136 条第 1 項各号に該当するものであること。 
  ② 新規事項を追加する訂正でないこと（特許法第 133 条の 2 第 4 項で準用する第

136 条第 2 項 49）。 
  ③ 実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更するものでないこと（特許法第 133 条

の 2 第 4 項で準用する第 136 条第 3 項 50）。 
  ④ 訂正後の特許請求の範囲に記載されている発明が、独立特許要件を満たすもので

あること（特許法第 133 条の 2 第 4 項で準用する第 136 条第 4 項 51）。ただし、

特許無効審判の請求がされている請求項は除く（特許法第 133 条の 2 第 5 項 52）。 
 

（５）訂正の請求の手続 
 
  訂正の請求は訂正請求書の提出により行われ（特許法第 133 条の 2 第 1 項）、まず

方式審理が行われる。訂正の請求する者は特許法施行規則別紙第 32 条の書式により作

成した訂正請求書を提出しなければならない（特許法施行規則第 57 条第 2 項）。訂正

請求書には、訂正した明細書又は図面を添付しなければならない（特許法第 133 条の 2
第 4 項で準用する特許法第 140 条第 5 項）。一方、明細書又は図面を訂正する場合

は、訂正した明細書及び図面の全文を添付しなければならない（特許法施行規則別紙第

32 号書式の記載要領 6 参照）。 

                                            
49 2017年 3月に施行される新法では、特許法第136条第 3項となる。 
50 2017年 3月に施行される新法では、特許法第136条第 4項となる。 
51 2017年 3月に施行される新法では、特許法第136条第 5項となる。 
52 2017年 3月に施行される新法では、特許法第133条の 2第 6項となる。 
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  訂正請求書が審判長に受理されると方式審理が行われ、審判長は、訂正請求が方式等

に違反する場合は、補正可能なものについては補正をするよう命じなければならない

（特許法第 141 条第 1 項）。これに対して、必要な補正をしていないか、又は上記の

違反が補正することができないものである場合は、当該訂正請求を審理せず、審決の理

由で当該訂正請求書を採択していない旨について言及する。 
 
  方式審理後、訂正要件を満たすか否かについて審理されるが、訂正の請求が特許法第

136 条第 1 項各号、同条第 2 項、同条第 3 項及び同条第 4 項の規定を違反する場合

は、特許無効審判の被請求人（特許権者）に訂正拒絶理由を通知し、意見書を提出する

機会を与える（特許法第 133 条の 2 第 4 項で準用する特許法第 136 条第 5 項 53）。こ

のとき特許無効審判の被請求人は、訂正の請求において訂正請求書に添付された訂正明

細書又は訂正図面について補正することができる。訂正の請求が適法なものである場合

は、当該訂正請求書に添付された訂正明細書又は図面により無効理由があるかを審理す

る。 
 
  被請求人の訂正の請求が訂正の要件を満たしていないという明確な理由がない限り、

当該訂正請求書の副本を特許無効審判請求人に送達し、意見提出の機会を与える。特許

無効審判請求人が意見書を通じて訂正の請求が不適法であると主張し、当該審判請求人

の主張を採用する場合には、訂正拒絶理由（特許法第 133 条の 2 第 4 項で準用する特

許法 136 条第 5 項）を通知して特許権者に訂正請求の補正の機会を付与し、当該審判

請求人の主張を排斥して訂正を認める場合には、審決文の理由にてその事項を記載す

る。 
 
  訂正請求書は要旨を変更しない範囲内で補正をすることができる。特許無効審判の審

理の終結が通知されるまで補正をすることができる（特許法第 133 条の 2 第 4 項で準

用する特許法 136 条第 9 項 54）。訂正拒絶理由通知に基づく意見書提出期間内にも補

正することができる。 
 
  同じ特許無効審判の係属中に訂正の請求が複数回ある場合は、最後の訂正請求の前に

行われた訂正の請求は取り下げられたものとみなす（特許法第 133 条の 2 第 2 項）。 
 

（６）訂正の効果 
 
  訂正の請求による訂正を認めるという旨の特許無効審判の審決が確定した場合、訂正

された明細書又は図面により特許出願、出願公開、特許決定又は審決及び特許権の設定

登録がされたものとみなされる（特許法第 133 条の 2 第 4 項で準用する特許法第 136

                                            
53 2017年 3月に施行される新法では、特許法第136条第 6項となる。 
54 2017年 3月に施行される新法では、特許法第136条第11項となる。 
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条第 8 項 55）。さらに、当該訂正の許否判断には一事不再理（特許法第 163 条）が適

用される。 
 
 
１．３．４ 口頭審理について 
 
  審判は、口頭審理又は書面審理とする（特許法第 154 条）。審判の審理は、行政の

一環として、手続の簡易性と迅速性を強く要求し、さらに審判を特許審判院だけで行う

ため、書面審理を原則としている。ただし、書面審理のみによっては、両当事者の主張

を把握するのが難しい場合や、当事者の申請がある場合は、口頭審理をする。ただし、

次のような場合には、書面審理によることができる。 
  ① 審判請求又は審判請求に関する手続を却下する場合 
  ② 審判請求の理由･証拠と回答が明確で、書面審理が適当であると判断される場合 
  ③ 口頭審理を経た後に、書面審理が適切であると判断した場合 
  ④ 審査基準・審判の運用基準などが争点となっている場合であって、書面審理が適

当であると判断される場合 
 
  口頭審理は、一般的に、当事者が申請した事件のうち、審判長が必要と認める事件に

ついて行われる。口頭審理は、両当事者の口頭攻防を通じた争点の整理に意義があるた

め、一般的に、当事者系事件で開催される。審判事務取扱規程第 39 条の 2 は、特に①

当事者又は当事者双方が口頭審理を申請した事件、②当事者双方が代理人がない事件、

③侵害訴訟が係属中の事件のうち必要であると認める事件については、原則として口頭

審理を開催するように規定している。ただし、この場合でも、審判長が書面審理だけで

決定することができると判断した場合は、口頭審理を開催しないとすることができる。 
 
  民事訴訟における判決は、弁論主義に基づいて必要的に弁論を経なければならず（民

事訴訟法第 134 条）、口頭審理主義を原則として、裁判官の面前で法律の規定に基づ

いて、一定の手続の下で行われた口頭弁論だけが判決の基礎となるが（民事訴訟法第

204 条）、特許審判院の審理は、口頭審理による主張だけでなく、書面で提出された主

張もすべて有効な陳述として認められるので、特許審判院の口頭審理は論争の認定より

も、証拠調査、争点事項に関する尋問と整理、複雑な技術の迅速な理解などにその意義

がある。 
 
（１）全体の流れ 
 
  口頭審理を申請しようとする審判の当事者は、審判事件申請書（口頭審理のマニュ

アル別紙 1-1 書式）を特許審判院長又は審判長に提出しなければならない（特許法施行

規則第 65 条第 1 項）。 

                                            
55 2017年 3月に施行される新法では、特許法第136条第10項となる。 
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  審判長は、当事者の申請又は職権により口頭審理の開催を判断する。当事者の口頭

審理の申請がある場合にも、審判長は、書面審理だけで決定することができると認め

られる場合には、口頭審理をしないとすることができる。この場合には、前記審判事

件申請書を受け付けた日又は答弁書の提出期間の満了日のうち、いずれか遅い日から

15 日以内に口頭審理を申請した当事者に書面審理だけで決定するということを通知し

なければならない。当事者の申請により口頭審理を行う場合には、前記審判事件申請

書を受け付けた日又は答弁書の提出期間の満了日のうち、いずれか遅い日から 15 日以

内に当事者に口頭審理を行うことを通知しなければならない。 
 
  口頭審理を開催する場合、審判長は、口頭審理の期日及び場所を定め、その旨を記

載した口頭審理期日指定通知書を当事者及び参加人に送達しなければならない（特許

法第 154 条第 4 項）。口頭審理期日指定通知書は、特別な場合を除き、口頭審理の期

日の 3 週間前に発送する。審判長は、当事者が口頭審理をする内容を整理した口頭審

理陳述要旨書を口頭審理の期日の 1 週間前までに提出するようにする。 
 
  審判長は、口頭審理で争点になる尋問事項があると予想される場合、当事者に口頭

審理の争点尋問書（口頭審理マニュアル別紙 1-4 書式）を通知することができる（審判

事務取扱規程第 40 条第 2 項）。 
 
  口頭審理では、当事者の陳述、審判長による尋問、証人尋問などが行われて、書類

の提出期日と審理終結の時期を予告する。 
 
  口頭審理期日が終結されると、口頭審理に参加した審判事務官は、審理の要旨及び

その他必要な事項を記載した口頭審理調書（口頭審理マニュアル別紙 1-9 書式）を作成

する（特許法第 154 第 5 項）。 
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図 10 口頭審理の流れ 56 

 
（２）口頭審理の内容 

 
  口頭審理は、請求人の請求趣旨及び理由陳述、被請求人の回答趣旨及び理由陳述、両

当事者の攻撃と防御、審判部の審問、証人尋問が主な内容である。 
 
（３）調書 
 
  口頭審理調書は、口頭審理期日における審理手続の経過や内容を明確にするととも

に、これについて確実な証明文書を残すことを目的として作成される。これによって、

審判手続の進行を明らかに手続の安定性・明確性を期するとともに、上級審で審決の当

否を判断するのに資することになる。調書が無効でない限り、口頭審理の方式に関する

                                            
56 「口頭審理マニュアル（2015）」、韓国特許庁ウェブサイトより検索、URL：http://www.kipo.go.kr/kpo/ （最終アク

セス日：2016年 11月 10日） 
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規定が守られたということは、調書の記載によってのみ証明することができ（民事訴訟

法第 158 条）、調書に記載があればその事実はあると認められるし、調書に記載がな

ければその事実は存在しないことになる。 
 
 
１．３．５ 特許無効審判から裁判までの流れ 
 
（１）意義 
 
  特許審判院の審決に対して不服がある場合、特許法院に審決の取消訴訟を提起する

ことができる（特許法第 186 条第 1 項）。 
 
（２）当事者 
 
  原告は、審決を受けた者とその者の承継人、参加人又は参加が拒否された者である

（特許法第 186 条第 2 項）。 
  被告は、審判請求人又は被審判請求人である（特許法第 187 条）。 
 
（３）提訴期間 
 
  訴えの提起は、審決の謄本の送達を受けた日から 30 日以内にしなければならず、こ

の期間は不変期間である（特許法第 186 条第 3 項及び同条第 4 項）。 
「審決に対する訴え」の提訴期間と上告期間の計算には、「期間の末日が土曜日又は祝

日に該当した場合、期間は、その翌日に満了する」と規定する民法第 161 条が適用さ

れる（最高裁判所 2014 年 2 月 13 日宣告 2013 フ 1573 判決参照）。特に、民法第 161
条によれば、労働者の日は「土曜日又は祝日」に該当しないし、労働者の日にも提訴

期間が満了することがあるので注意しなければならない。 
  書類提出の効力発生時期と関連して郵便で特許審判院に書類を提出する場合は、郵

便物の通信日附印で示されている日に到達したものとみなされる（特許法第 28 条第 2
項）が、特許法院に提出する書類には、例外なく到達注意が適用される。 

 
（４）判決 
 
  特許法院は、審理の結果、請求に理由があると認められた場合、判決として、その

審決を取り消さなければならない（特許法第 189 条第 1 項）。 
  また、特許法院は、請求が理由がないと認められた場合、その請求を棄却する。審

決の取消判決が確定した場合、審判官は再審理をして審決又は決定をしなければなら

ない（特許法第 189 条第 2 項）。 
  判決における取消の基礎となった理由は、その事件について特許審判院を拘束する

（特許法第 189 条第 3 項）。 
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図 11 訴訟の流れ 57 

 
 

                                            
57 出典： 大韓民国裁判所公式ウェブサイトhttp://help.scourt.go.kr/nm/min_5/min_5_2/index.html （最終アクセス

日：2016年 11月 7日） 
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１．４ 日中韓の対比（対比表） 
１．４．１ 日中韓における特許無効審判の一般的な制度の対比 

項目 日本 中国 韓国 
名称 特許無効審判 無効宣告請求 特許無効審判 
管轄 特許庁審判部 専利復審委員会 特許審判院（IPTAB） 
管轄部門の 

ウェブサイト 
http://www.jpo.go.jp/seido/shinpan/index.html http://www.sipo-reexam.gov.cn/index.htm http://www.kipo.go.kr/ipt/index.html 

請求人 利害関係人 
（第 123条第 2項） 

いかなる部門又は個人（専利権者、発明者含

む） 
（専利法第 45条） 

利害関係人又は審査官（第 133条第 1項） 
ただし、特許権の設定登録日から登録公告日後 

3か月以内は誰でも可（第 133条第 1項但書）58 
対象（客体） 特許権 専利権 特許権 
根拠条文 特許法第 123条 専利法第 45条 特許法第 133条 
請求単位 請求項ごと（第 123条第 1項） 請求項ごと（実施細則第 65条） 請求項ごと（第 133条第 1項） 
請求期間 いつでも（特許権消滅後でも可能） 

（第 123条第 3項） 
登録公告日から可能（存続期間の満了又は終

止後も可）（審査指南第 4部分第 3章 3.1） 
特許権が消滅した後にも請求することができる

（第 133条第 2項） 
請求方法 審判請求書を特許庁に提出（131条第 1項） 特許権無効宣告請求書を専利復審委員会に

提出（実施細則第 65条） 
審判請求書を特許審判院長に提出（第140条第1
項） 

電子手続によ

る請求の可否 
不可（書面による提出のみ） 可（オンライン用の書式による） 可（オンライン用の書式による） 

提出が必要な

書面の部数 
（書面のみ） 
正本：1部 
副本：審判官用1部＋相手方の数（副本は、相

手方の数＋1部の提出が必要） 

オンラインで正本 1部を提出又は書面提出 
・PRB 用 2部＋特許権者用1部 
（実施細則第 64条） 

オンラインで正本 1部を提出又は書面提出可 
（ほぼすべての書面をオンラインで提出） 

特許庁からの

電子手続 
 

不可（通知はすべて書面による） 不可（通知はすべて書面による） 可（オンラインのみ） 

証拠の提出 可 可 可 

                                            
58 2017年 3月 1日施行予定の改正法では、第133条第 1項但書が削除され、請求人は「利害関係人又は審査官」のみとなる。 

http://www.jpo.go.jp/seido/shinpan/index.html
http://www.sipo-reexam.gov.cn/index.htm
http://www.kipo.go.kr/ipt/index.html
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項目 日本 中国 韓国 
オンラインに

よる証拠提出 
不可（書面による提出のみ） 可（PDF ファイル等で電子的に提出） 可（PDF ファイル等で電子的に提出） 

請求の理由の

記載事項 
特許を無効にする根拠となる事実を具体的に

特定し、かつ、立証を要する事実ごとに証拠と

の関係を示さなければならない。 
（第 131条第 2項） 

提出するすべての証拠に合わせて、無効宣告 

請求の理由を具体的に説明し、また各理由の

根拠となる証拠を指摘しなければならない。 
（専利法実施細則第 65条） 

無効の原因と事実 

審判請求書の

補正（請求の

理由） 

原則要旨変更補正不可、例外的に可能（第

131条の 2第 2項） 
・訂正の請求により補正する必要がある 
・審判請求時に記載しなかったことに合理的理

由かつ被請求人が同意 
（上記いずれも審理を不当に遅延させるおそ

れがないことが明らかであること） 

・無効宣告請求の日から 1 か月以内であれば

請求の理由の追加・証拠の補充が可能 
（専利法実施細則第 67条） 
・特許権者により、請求項の併合を目的とする

補正が行われた場合、請求人は、請求の理由

の追加又は証拠の補充を応答期間内にするこ

とができる。 

原則として、請求の趣旨を変更する補正はするこ

とができない。ただし、請求の理由を修正する補

正は除く（第 140条第 2項）。 

審理の方式 
 

原則口頭審理（第 145条第1項）59 書面審理又は口頭審理（ただし、一部無効とな

る可能性のある場合、口頭審理をしなければ

ならない）（審査指南第 4部分第 3章 4.4.4） 

書面審理又は口頭審理 
（第 154条） 

無効理由 別表参照 別表参照 別表参照 
職権審理の 

可否 
可(第 153条) 可(審査指南第 4 部分第 1 章 2.4、同第 3 章

4.1) 
可(第 159条) 

無効審判中の

訂正の可否 60 
可 
（第 134条の 2） 

可 
（審査指南第 4部分第 3章 4.6.2） 

可 
（第 133条の 2） 

審決の骨子 1. 審決の結論（各請求項についての訂正の可

否、無効とする/しないの判断、費用の負担） 
2. 手続の経緯 
3. 特許発明の特定 
4. 訂正の目的の適否に対する判断 
5. 証拠及び引用発明の特定 

1. 審決に関する書誌情報 
2. 根拠条文 
3. 審決の要点 
4. 事件の概要 
5. 審決理由 
6. 結論 

1. 審決の結論（各請求項についての訂正の可

否、無効とする/しないの判断、費用の負担） 
2. 事件の内容及び事実の陳述 
 2-1. 手続の経緯 
 2-2. 特許発明の特定 
 2-3. 証拠及び引用発明の特定 

                                            
59 口頭審理の詳細に関しては、1.4(3)の表参照。 
60 訂正の詳細については、1.4(4)の表参照 
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項目 日本 中国 韓国 
6. 判断 
7. 結論 

7. 図面（必要に応じて） 3. 両当事者の主張 
4. 審判を請求する利害関係の有無の判断 
5. 訂正の適否に関する判断 
6. 判断 
7. 結論 

無効審決確定

の効果 
初めから存在しなかったものとみなす（後発無

効の場合はその理由に該当することとなったと

きから）（第 125条） 

初めから存在しなかったものと見なされる 
（専利法第 47条） 

初めからなかったものとみなす。（後発無効の場

合はその理由に該当することとなったときから）

（特許法第 133条第 3項） 
不服申立 当事者、参加人又は参加を申請して拒否され

た者に限り東京高等裁判所に出訴可能 
（第 178条第 1項、同条第 2項） 

当事者が人民法院に提訴可能 
（専利法第 46条第 2項） 

当事者、参加人、又は審判若しくは再審への参加

を申請して拒否された者が特許法院に提訴可能 
（第 186条第 1項） 

不服申立期間 審決又は決定の謄本の送達があった日から

30日以内（第 178条第 3項） 
通知を受領した日から 3か月以内 
（専利法第 46条第 2項） 

審決又は決定の謄本の送達を受けた日から30日
以内（186条第 3項） 

審決取消訴訟

での新しい証

拠の提出 

原則として、新しい証拠に基づく無効理由の主

張は許されない（参考：メリヤス編機事件最高

裁判決（最判 S 昭和 42（行ツ）28, （1976 年

（昭和 51年）3月 10日判決）） 

原則として、審判で主張された事実と証拠のみ

が、特許行政訴訟において法廷で審理され

る。訴訟中に提出された新しい証拠は認めら

れず、また考慮されない 

新しい無効の証拠を裁判で自由に提出可能 

審決取消訴訟

で提出可能な

証拠 

審判手続にあらわれていなかった資料に基づ

き、当業者の当該出願当時の技術常識を認定

することは許される（参考：食品包装容器事件

最高裁判決（最判昭和 54 年（行ツ）2, 1980 年

（昭和 55年）1月 24日判決）） 

原則不可、例外として下記の場合提出可 
1） 審決後に発見された証拠 
2） 行政処分において当業者の技術常識を説

明する証拠 
3） 出願日前の当業者の能力を証明するため

の証拠 

あらゆるタイプの新しい無効証拠を提出可能 

審決取消訴訟

での新証拠の

提出可能期間 

裁判で指定された日前まで 裁判で指定された日前まで 裁判長により指定された期間又は弁論の期日前

までであればいつでも可能 

一事不再理

（審決の第三

者対抗要件） 

当事者及び参加人にのみ有（第三者に審決の

効力は及ばない）（第 167条） 
有（無効宣告請求の決定後、同一の理由と証

拠による無効宣告請求は受理されない） 
（専利法実施細則第66条第2項、審査指南第

4部第 3章 2.1） 

有（誰でも同一事実及び同一証拠により再び審判

を請求することができない）（第 163条） 
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１．４．２ 日中韓における特許無効審判の無効理由の対比 

日本（第 123条第 1項各号） 中国（専利法第 45条、 
無効理由は実施細則第 65条第 2項） 韓国（第 133条第 1項各号） 

新規事項の追加違反（第 17条の 2第 3項） 新規事項追加違反（第 33条） 新規事項追加違反（第 47条第 2項前段） 

外国人の権利能力違反（第 25条） － 外国人の権利能力違反（第 25条） 

非発明（第 29条第 1項） 保護適格性違反（第 2条）、非特許事由（第 25条） 非発明（第 29条第 1項） 

産業上利用可能性違反（第 29条第 1項柱書） 発明特許の新規性、創造性及び実用性違反 
（第 22条） 

産業上利用可能性（第 29条第 1項柱書） 

新規性違反（第 29条第 1項） 新規性違反（第 29条第 1項） 

進歩性違反（第 29条第 2項） 進歩性違反（第 29条第 2項） 

－ 外観設計の新規性・進歩性違反（第 23条） － 

拡大先願（第 29条の 2） － 拡大先願（第 29条第 3項、同条第 4項） 

公序良俗違反（第 32条） 公序良俗違反（第 5条） 公序良俗・公衆衛生を害するおそれ（第 32条） 

共同出願要件違反（第 38条） － 共同出願要件違反（第 44条） 

後願特許（第 39条第 1項～同 4項） 後願特許（第 9条） 後願特許（第 36条第 1項～同第 3項） 

条約違反（第 123条第 1項第 3号） － 条約違反（第 133条第 1項第 5号） 

明細書の記載要件違反（第 36条第 4項第 1号） 説明書の記載要件違反（第 26条第 3項） 明細書の記載要件違反（第 42条第 3項第 1号） 
特許請求の範囲の記載要件違反 
（第 36条第 6項第 1号～同 3号） 

権利要求書の記載要件違反 
（第 26条第 4項） 

特許請求の範囲の記載要件違反 
（第 42条第 4項） 

－ 必要的技術特徴に係る独立クレームの記載要件違反

（実施細則第 20条第 2項） － 

－ 図面の記載要件違反（第 27条） － 
原文新規事項（外国語書面に新規事項追加） 
（第 123条第 1項第 5号） － － 

冒認出願（第 123条第 1項第 6号） － 無権利者に特許が付与（第 33条第 1項本文） 

－ － 特許庁職員及び特許審判院職員による特許権取得

（第 33条第 1項但書） 
後発的無効理由（事後的な外国人の権利能力欠如又

は条約違反）（第 123条第 1項第 7号） － 後発的無効理由（事後的な外国人の権利能力欠如

又は条約違反）（第 133条第1項第 4号） 
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日本（第 123条第 1項各号） 中国（専利法第 45条、 
無効理由は実施細則第 65条第 2項） 韓国（第 133条第 1項各号） 

不適法訂正（第 126条の訂正要件を満たさない訂

正）（第 123条第 1項第 8号） － － 

－ 分割出願時における新規事項追加違反 
（実施細則第 43条第 1項） 

分割出願時における新規事項追加違反 
（第 52条第 1項） 

－ － 変更出願時における新規事項追加違反 
（第 53条第 1項） 

－ 秘密保持審査違反（第 20条第 1項） － 
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１．４．３ 口頭審理に関する制度の対比 
項目 日本 中国 韓国 

当事者による

請求の必要性 
不要 
・原則口頭審理（第 145条第1項）のため 
・請求により書面審理とすることができる（第

145条第 1項） 

要 
・書面にて口頭審理の実施請求を提出（理由の

説明が必要） 
・合議体が自ら口頭審理の実施を決定してもよ

い。（専利審査指南第 4部第4章 2） 

要 
・審判事件申請書を特許審判院長又は審判長に提

出（特許法施行規則第 65条第 1項） 
・審判長は、職権により口頭審理の開催を判断する

ことがある。 
テレビ会議シス

テム 
不可 可能 可能（口頭審理はソウルとテジョンの審判廷を接続

して行われる） 
特許庁の審判

廷以外の場所

での口頭審理 

可能 
（当事者の請求に基づく「巡回審判」） 

可能 
（11の支所又は当事者の所在地） 

ソウルでのみ可能 
･両当事者の請求により 
･審判長が口頭審理の場所を決定することができる 

期日の調整 

方法 
期日調整依頼書を当事者又は代理人に    

ファクシミリ送信（審判便覧 33-01） 
特許復審委員会が当事者に口頭審理の期日と

場所を知らせる口頭審理通知を送付する 
審判長が期日及び場所を決定する 

通知の日から

口頭審理の期

日までの平均

期間 

おおよそ 2か月 通常は 37日ほど おおよそ 1か月 

期日の呼出し ・電話・ファクシミリ等の簡易な方法による。 
 当事者等は期日請書により返信 
・又は、口頭審理期日呼出状を送達（原則として

期日の 2週間前まで）（審判便覧 33-01） 

通知書により指定（専利審査指南第 4部第 4章

4） 
審判長が口頭審理期日指定通知書を当事者及び

参加人に送達（特許法第 154条第 4項） 
 

出席人数の 

制限 
特になし 4人まで（代理人含む） 

（審査指南第 4部第 4章 3） 
特になし 

口頭審理前の

争点整理 
あり 
・審理事由通知書の送付、口頭審理陳述要領書

の提出（必要に応じ） 

合議体は、口頭審理通知書において論点を伝

えるときがある。 
あり 
・当事者は、口頭審理陳述要旨書を提出する（期日

の 1週間まで） 
・争点となる尋問事項があると予想される場合、審

判長が口頭審理の争点尋問書を通知できる（審判

事務取扱規程第 40 条第 2 項）（この手続は幾つか
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項目 日本 中国 韓国 
の事件でなされるが、一般的ではない） 

口頭審理中の

証人又は証拠

調べ 

証拠調べ、証人尋問が可能（審判便覧 33-05） 証拠調べ及び証人尋問が行われる。証人尋問

では、当事者による口頭審理前に、証人に関す

る陳述があるときにも前記証人尋問が行われる 

証拠調べ及び証人尋問が行われる 

口 頭 審 理 の 

公開 
公開して行われる（公序良俗を害するおそれ、

営業秘密が公になるおそれのあるときは除く）

（第 145条第 5項） 

傍聴可能（専利審査指南第4部第 4章 12.） 
秘密保持が必要な場合を除き公開して行われ

る（専利審査指南第 4部第4章 5） 

公開して行われる（公序良俗を害するおそれがあ

る場合を除く）（特許法第 154条第 3項） 

口頭審理にお

ける心証開示 
開示される（事案に応じて） 通常は開示されない 開示されない 

（特許の審判官は口頭審理において心証を示さな

い） 
書面で主張し

た内容の再度

の主張 

不要 
・書面のみで主張した内容を口頭審理で主張し

なくても証拠として採用される（審判便覧 33-00） 

通常は必要である。 
・争点がある場合、口頭による陳述が正式なも

のと見なされる。当事者が、自らの主張は書面

で示したものと全く同じであると明確に述べた場

合、当該当事者は繰り返して主張する必要はな

い。 

不要 
・書面で提出された主張もすべて有効な陳述として

認められる。 

口頭審理中の

取下げの請求

の可否 

可能 
（第 155条） 

可能 
（専利審査指南第 4部第 4章 5.3） 

可能 
（すべてのクレームを放棄する場合は書面ですべ

きであり、一部のクレームを放棄する場合は、口頭

でもよい。） 
調書の作成 あり（第 147条） 

・審判書記官が作成（第 147条第 2項） 
あり 
・合議体による記録 
・重要な審理事項の記録が完了した後又は口頭

審理の終了後に当事者に閲覧（専利審査指南

第 4部第 4章 11） 

あり 
・審判事務官が作成（特許法第 154条第 5項） 
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１．４．４ 特許無効審判中の訂正の対比 
項目 日本 中国 韓国 

無効審判中の訂正

の可否 
可能（第 134条の 2） 可能（審査指南第 4部第 3章 4.6.2） 可能（第 133条の 2） 

訂正の機会 ①審判請求時の答弁書提出期間、②審判請求

書の補正があった場合の答弁書提出期間、③

審決取消訴訟において権利維持の判決確定の

日から 1週間以内に申立があったとき、④職

権審理により申し立てない理由に関する意見

書提出期間、⑤審決の予告時の指定期間（第

134条の 2第 1項） 

①無効宣告請求書に対する答弁期間、②請

求人が追加した無効宣告事由又は補充した

証拠に対する答弁期間、③請求人が言及し

ていない無効宣告事由又は証拠に対する答

弁期間（専利審査指南第 4部分第 3章

4.6.3） 

①答弁書提出期間（第 147条第 1項）、②職

権審理により申し立てない理由に関する意見

書提出期間（第 159条第 1項）、③答弁書提

出期間経過後、審判官が必要と認めるとき

（第 133条の 2第 1項後段） 

訂正の手続 訂正の請求（第 134条の 2） 応答期間内の専利書類の補正 

（審査指南第 4部分第 3章4.6.3） 
訂正請求（第 133条の 2） 

訂正の対象 特許請求の範囲、明細書、図面 特許請求の範囲のみ 明細書（特許請求の範囲を含む）、図面 
訂正方法（目的） ･特許請求の範囲の減縮 

･誤記又は誤訳の訂正 
･明瞭でない記載の釈明 
･請求項間の引用関係解消 
（134条の 2第 1項但書第1号～第 4号） 

･請求項の削除 
･請求項の併合 
･技術方案の削除 
（審査指南第 4部分第 3章4.6.2） 

･特許請求の範囲の減縮 
･明かな誤記の訂正 
･明瞭でない記載の釈明 
（第 133条の 2第 4項で準用する第 136条

第 2項） 
訂正の要件 下記の場合は訂正が認められない。 

･原文新規事項追加（第 134条の 2第 9項で

準用する第 126条第 5項） 
･実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更

するもの（第 134条の 2第 9 項で準用する第

126条第 6項） 

(1) 請求項の主題の名称を変更することは

できない。 
(2) 登録時の特許と比較して保護の範囲を

拡張するものはできない(専利法実施細則

第 69条第 1項)。 
(3) 最初に記載された明細書及び請求項で

開示された範囲を超える補正はしてはな

らない(専利法第 33条)。 
(4) 登録時の請求項に含まれない技術特徴

を追加する補正は基本的に許されない。 

訂正の要件は以下のとおり 
･訂正は、新規事項を追加しようとするもの

であってはならない（第 133条の 2第 4項で

準用する第 136条第 2項 61）。 
･訂正は、請求の範囲を実質的に拡張し、又

は変更するものであってはならない（第 133
条の 2第 4項で準用する第136条第 3
項 62） 

                                            
61 2017年 3月に施行される新特許法では、第136条第 3項となる。 
62 2017年 3月に施行される新特許法では、第136条第 4項となる。 
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項目 日本 中国 韓国 
訂正の単位 
（請求項） 

･請求項ごとに可能（無効審判が請求項ごと

に請求された場合は、請求項ごとにしなけれ

ばならない（134条の 2第2項）） 

請求項ごとに可能 明細書及び図面は全体として訂正しなければ

ならない。 

訂正に係る 
職権審理 

あり（第 134条の 2第 5項） あり（専利審査指南第 4部分第 3章 4.6.3） あり（第 159条第 1項） 

訂正請求における

訂正後の請求項に

係る独立特許要件 

要求される。ただし、無効審判が請求されて

いる請求項を除く（第 134条の 2第 9項で読

み替えて準用する第 126条第 7項） 

特に規定なし 要求される。ただし、無効審判が請求されて

いる請求項を除く（第 133条の 2第 5項）。 
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	また、中国と韓国のいずれも、「よく分からない」とした理由は、経験がないからといった回答が多数を占めた。
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	イ　回答理由
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	ア　概要及び集計結果について
	韓国では、請求の理由についての要旨変更補正や証拠の追加については制限されておらず、自由に認められている。この点について質問した。
	「このままでよいと思う」との回答は3者（2.2%）に留まり、「限定すべき」との回答が37者（27.0%）と多かった。なお、最も多かった回答は「その他」で68者（49.6%）と半数を占めていた。「その他」の回答では審理の遅延や主張の補強の目的であれば問題ないなどの回答があった。
	Q10⑥上記④について、韓国では、無効審判において事後的に証拠の追加が可能であるといわれています。この点について、どのように思いますか？
	・無効審判中の口頭審理に関する意見：「その他」（自由記載）
	イ　訂正ができる期間に関する意見
	訂正ができる期間については、「長い」と回答した者は、中国及び韓国のいずれもいなかった。中国では、「ちょうどよい」と回答した者が11者（8.0%）、「短い」と回答した者が18者（13.1%）であり、「短い」と回答した者が「ちょうどよい」と回答した者を上回った。これに対し、韓国では、「ちょうどよい」と回答した者が20者（14.6%）、「短い」と回答した者が5者（3.6%）であり、「ちょうどよい」と回答した者の方が多数を占めた。
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	中国では、訂正審判制度がないが、この点について意見があるか質問した。
	訂正審判がないことについて、「不便だと思う。」と回答は、94者（68.6%）を占め、「不便だと思ったことはない。」の回答（32者、23.4%）に対して3倍近くとなった。
	Q16　中国における訂正制度について、すべての方にお伺いします。中国では、いわゆる訂正審判がなく、特許付与後に特許請求の範囲の記載を変更するには特許無効審判中しかその機会がありません。この点について、以下の質問について、該当するものを選択してください。
	① いわゆる訂正審判の制度がないことについてどのように思われますか？
	・Q16①「その他」の記載
	イ　　訂正目的での無効審判請求の有無
	上記アに加えて、訂正を行うために無効審判を請求したことがあるかについて質問した。「無効審判を請求したことがある」と回答した者は、2者（1.5%）に留まり、「検討したことがある」者も4者（2.9%）に留まった。「無効審判を請求したことがない」との回答が大部分を占め、127者（92.7%）であった。
	Q16② 中国において、いわゆる訂正をする目的で特許権者として自ら無効審判を提起したことはありますか？
	（５）中国における訂正制度に関する自由記載欄のコメント
	訂正に関する意見は、事後的に瑕疵を自発的に治癒する方法がないこと、及び誤訳訂正に関する指摘があった。
	５．２．７　費用について
	（１）代理人に支払う費用について（書面作成等）
	書面の作成等の代理人費用についての印象について質問した。中国と韓国とでは、同じ回答の傾向を示した。すなわち、「よく分からない」との回答が無回答を除いて最も多く、中国が61者（44.5%）、韓国が65者（47.4%）であった。次いで、日本に比べて「高いと思う」と回答した者が多く、中国で43者（31.4%）、韓国で35者（25.5%）であった。「日本と同程度」と回答した者が中国で15者（10.9%）、韓国で16者（11.7%）であり、日本より「安いと思う」と回答した者は、中国と韓国で同数であり、8...
	Q17　手続に必要な費用は、日本と比べてどのように思われますか？該当するものを国ごとに選択してください。代理人に支払う費用①（日本と比較して）（手続に必要な書面作成等の手数料）
	（２）代理人に支払う費用について（書面作成以外）
	書面作成以外の代理人費用についても、中国と韓国で同じ傾向であった。すなわち、「よく分からない」との回答が無回答を除いて最も多く、中国で70者（51.1%）、韓国で75者（54.7%）であった。次いで、日本に比べて「高いと思う」と回答した者が多く、中国で28者（20.4%）、韓国で24者（17.5%）であった。「日本と同程度」と回答した者が中国で20者（14.6%）、韓国で22者（16.1%）であり、日本より「安いと思う」と回答した者は、中国で9者（6.6%）、韓国で4者（2.9%）であった。
	図34-2　Q19  特許無効審判に関して欲しい情報（韓国）
	５．２．１０　法改正に関する情報の取得について
	（１）法改正情報の入手について
	中国及び韓国の両国で、法改正の準備が進んでいる。
	これに関連し、法改正の情報についての入手方法及び法改正に際して得たい情報について質問した。
	法改正情報の入手方法については、現地の代理人から得ているという回答が103者と最も多く、次いで、日本の代理人からが74者、3番目が各種専門雑誌等の寄稿記事で58者であった。その他の方法としては、セミナーや知的財産関連の各種団体からという回答が得られた。
	・法改正情報の入手方法：「その他」
	また、「特に情報を得ていない」と選択した者に対し、さらにその理由について質問した。その回答としては、「必要性を感じない」又は「代理人に任せているから」、その他、連携機関からの情報提供があるとの回答であった。
	図35-2　Q20法改正に関して情報収集をしない理由
	・法改正に関して情報収集をしない理由：「その他」
	（２）法改正の際に入手したい情報について
	・入手したい法改正情報：「その他」
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